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コンブの生産安定に向けた北海道の取り組み

幡宮輝雄＊

Policy and Direction of Hokkaido Government for Sustainable 

Fisheries of Kelp Recourse. 

Teruo HAT AMIY A* 

Abstract 

From past dεcad巴， kelpfisheries in Hokkaido Japan have several issues and catch volume is 

decreasing sharply. Pr巴sentsituation. future direction. and policy for increasing kelp production are 

explained. 

1.はじめに

コンブ漁業（養穀業含む）は北海道の漁業経営体の半

数以上が営’む重姿な漁業であり，沿岸漁業者の多くはコ

ンブ（~ヒ海滋内には様々穏類のコンブ戸類が生育するため，

以降は，その総称としてコンブまたはコンブ類の名称を

用いる）を中心とした組み合わせih立業を行っている。コ

ンフザの生産安定をi主jることは漁業者の経営安定のみなら

ず漁村地域の維持を図る上でもま主要である。

しかし近年，北海遂におけるコンブ生産登の減少傾

向が続くと共に，漁業者数の減少や高齢化が進み，今後

の更なるコンブの生産澄の減少や生産額の低下が懸念さ

れている。現在，北海道においては，生産者及び研究機

関，北海道庁が生産の減少傾向に歯止めをかける「生産

の安定化Jに取り組んでおり，その内谷について紹介す

る。

2.コンブ漁業の現状

1) コンブのきた産と漁業者数の動向

コンブはホタテガイ1Wizulzopectenyessoensis，サケ

（シロサケOncorhynclzusketa等）と放ぶ北海道を代表す

る水産物であり，北海道は間内のコンブ類の生産量の8
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郊を超える一大産地となっている。また，コンブは地域

により種類が爽なっており，ナガコンブヱaminaria

lo昭 issimaを中心とする釧路・叙室地域， ミツイシコン

ブ工aminariaangustataの日高・トIf在地域，マコンブ

Sacclzarina Jゆonicavar Jゆonicaを中心とする波正当:!thJ戎

リシリコンブゴacclzarinajaρonica var ochotensisの宗谷・

網走地域．オニコンブ＇Sacclzarinajaponica var diabolica 

（加の流通名ラウスコンブ）の根室管内総白地域などに

区分される。

また， i皮島地域でマコンブ養殖が，宗谷地区の利尻烏，

礼文j誌でリシリコンブ主主筋が， If.fieI：：！地区でオニコンブ養

殖が行なわれている。

コンブ。の汗j途についてはマコンブ，リシリコンブ，オ

ニコンブは高級出汁向け，ナガコンブは昆布君主き等の力II

工向け， ミツイシコンブは各種の食材向けなど，種類と

産地により仕向先も異なるなどコンブは我が国の食文化

と深く結びついた食材ともなっている。

北海道のコンブ、の生産量（乾燥量殺）を10｛ドf手の平均

依で｝もると1960iF台から1990'.fド台年までは王子均生産設が

2万6千トンを超える水準で、安定していたが， 2000年長？

の平均値は2万831トンと減少しており， 2005年£J、降は

2万トンを下回り 1万81二トンから 1万9千トンのIHJで

ネHokkaidoGovεrnment. North-3. West 6. Chuou. Sapporo, 060-8588 Hokkaido. Japan ( T 060-8588 宇L申足首7中9と区
北3条!Lil6) 
ネTel: 011-2314111. Fax : 011-2324140. hatamiya.teruo@pref.hokkaidoな.jp
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推移している。 2011年には過去50年をみても最低の

1万6千トンに念、減し 2012年には1万9千トン台に回

復したものの依然として2万トンを下回る生産量となっ

ている。

また， 2003年と2008年の漁業センサスの沿岸漁業経営

体数を比較すると印刷1経営体から14.100経営体となっ

ており， 15年間で28%減少している。同様、に自営漁業就

業者数を比較すると27,200人から16,302人となるなど，

15年間で40%減少しており，今後も漁業者の減少潟齢化

が進行する見通しにある。

2) コンブの滅護委菌と必要な対策

2005年以降，コンブの生産量が2万トンを下回ってい

ることから，北海道水産林務音＂は 2008年に「コンブ生産

安定対策会議」を設澄し北海道内の試験研究機関や生

E王者の意見も開き，コンブの減ilE妥協や回復に向けた対

策検討を開始した。

コンブの減産要留としては，①天候不綴や高水温等に

よる生育不良，採取日数の減少，②流氷の接岸低下によ

る雑海言葉の繁茂，＠砂、の進入による漁場の縮小，密漁業

者数の減少や高齢化による漁獲能力の縮小，⑤コンブの

穴あき疲の発生，害事があり，コンブの減産はこれらの姿

悶が震なる複合要因により起きたと考えられている。

このうち，渡島地域や宗谷地域では天候不m真等による

資源減少や漁業者数の滅少や高齢化が主な要因とされ，

WJll路・根室長jJJ或では流氷接岸の減少による雑海漆の繁茂

が主な主主因と考えられるなど，地域により減産婆悶は奥

なっている。

コンブの生育は天候や水i昆等の環境要因に左右される

部分が大きいが，人為的に関与できる生産安定対策とし

ては

① 雑託手漆駆除等による「資源の維持増大J,

ミむ未利用潟、坊の活用等の「資源の有効利用J,

① コンブ漁業に従事する「労働力の確保」，

④作業の効率化等による「生産や流通の効率化」が

あり，北海道水産林務部と北海道内の各漁業者間体，

試験研究機関は各稜対策等に淑り組んでいる。

3.北海道などの取り組み状況について

北海道水産林務部は，生産安定対策会議のやにら地区

の主要援地毎に行政と漁業者，試験研究機関等で構成す

る地域会議を設置し，課題や対策の検討を行っている0

1) 北海道の取り組み

北海道水産林務部ではコンブの生産安定を回るため，

当商の資源問復に向けた対策と， i.＼＼＼~走者の減少高齢化に

対応する中長期的な金援体制の孫構築に取り組むことと

した。

当面の対策としては，北海道内のコンブ漁場の状況把

握と各産地の生産動向のデータ収集等の調資を実施した

ほか（2009～2010年），公共卒業による漁場の造成，漁

業者が実施する雑海漆駆除への助成，さらには，漁業者

団体，試験研究機関に働きかけ，コンブ干し作業の負担

軽減を臼的とした軽労器具（コンブ省力化スーツ）の開

発への支援を行なった。

中長期対策としては，コンブ漁業の生産性向上に向け

た調査として，生コンブの保存手法の検討や未利用漁場

における潜水による採取方法の検討を行っている（2012

～2014年）。

また，漁業者団体や試験研究機関に対し，今後の生産

体制の見直しに対応する新たな組織づくりの働きかけを

行なったほか，漁業者に対し，今後の生産体制の克直し

に向けて，意識調査等ーを実施しており（2011年），今年

度は新たに，コンブ漁業の省力化に向けた各作業工程の

コスト分析等の調査を行っている。

2) 漁業者割体等の取り組み

北海道漁業協同組合連合会は，採取したコンブを砂利

数きの干場に！換を曲げて並べて子すコンブ乾燥作業の負

強軽減を図るため， コンブ主主力化スーツの開発を北海道

立総合研究機構工業試験場に委託し（2010～2012i]O)'

2013年に笑用化がほぼ完了したため，この年から開発し

た製品の販売を行う予定となっている。

市町村や漁協の取り組みとしてはコンブ漁業者数の減

少や高齢化が進む渡島管内や宗主事管内利尻礼文地区など

では，新規就業者の受け入れによるコンブ漁業の従事者

機保に取り組んでいる。

また， コンフ，~去地のi魚業協j湾紐合等で

団体でl土，今年，既存の綴織を改組統合し新たにコン

ブの消費流通とその生産体制を考える北海道E毛布漁業振

興協会を立ち上げる予定となっている。

3) 試草案研究機関の取り組み

試験研究機関では，コンブの資源研究や情報交換等を

行うコンブ資源研究会（北海道区水産研究所，北海道立

総合研究機構，北海道大学フィールド科学センターでコ

ンブを対象に研究している科学者により構成）を設置し

たことに続き（2009年上コンブ生産に係る技術開発を

臼的とした北海道立総合研究機構コンブ研究会（~t海道

立総合研究機構水産試験場，問機構工業試験場等）

を設置した（2011年）。

5主体的な調査研究としては，北海道立総合研究機構

工業試験場では北海道漁業協同組合連合会からの委託に

よりコンブ省力化スーツの開発試験を行い，水試て、はコ

ンブの乾燥技術の効等化に向けた基礎研究を行った

(2012～2014年）。

また，北海道3主総合研究機構では北海道水産林務部と

迷携し新たに北海道産コンブの生産安定化の研究をZ重点

研究と位殻づけ， 2013年から4年言1－阪で水産，工業建

築の各試験場が北海道区水産研究所や漁業協同組合のiお
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カを得ながら，北海道東部海域の雑海藻駆徐技術の高度

化の検討や，漁業者の高鈴イとや入手不足に対応するため

の高度乾燥システム線虫などに取り組んでいる。

4.今後の諜題と目指す姿

コンブの生産安定を図るためには．漁場造成や雑海漆

駆除等による漁場管理主が重要であるが，北海道内のコン

ブ漁業者数の減少や高齢化は着実に進んでおり，コンブ

採取や乾燥作業，出荷までの選菜作業等の効率化，さら

には，出荷するコンブ製品の規格の簡素化が不可欠であ

る。

北海道水産林務部は，これまでも漁業者に対する意識

態発を行ってきたが，漁業者は作業の協業化等による生

遊休）jjljの免疫しには否定的で，現夜の家族労働による生

産を維持したいとの窓見が大勢をおめでいる。一方，若

手の漁業者や地域のリーダ…腐の中には生産体制の見直

しゃ機械化による作業の効率化等に関心を示す漁業者も

存復している。

コンフゃ漁業の生産体総の見践し構造改茶を進めるた

めには，漁業者が実際に検討できる協業化や分業化の実

証試験や具体的な経営モデルの提示，さらには，協業化

等に対応した乾燥システム等の技術開発が必姿であるc

このため，北海道水産林務部は，漁業関係団体や試験

研究機関と今後とも連携しコンブ潟、業の効率的な生産

体制に移行でき，コンブの1'.illi安定が閲られるよう取り

組んで、いく考えである。
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